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第１  特定事業の選定に関する事項 

 特定事業の事業内容に関する事項  

（１） 事業名称 

大阪府営久宝寺緑地プール再整備・管理運営事業 

 

 

（２） 事業の対象となる公共施設等の名称及び種類 

1） 名称 

大阪府営久宝寺緑地 

 

2） 種類 

都市公園（公園種別：広域公園） 

 

 

（３） 公共施設等の管理者 

大阪府八尾土木事務所長 

 

 

（４） 事業目的 

久宝寺緑地は、昭和16年に服部、大泉、鶴見の各緑地とともに大阪都市計画緑地として計画決

定された大阪四大緑地の一つである。大阪府の東部地域に比較的少ないプール、野球場、陸上競

技場、テニスコート等の運動施設を中心に、バーベキューの楽しめる「ファミリー広場」、児童遊

戯場などのレクリエーション施設を備え、年間約200万人の利用者に親しまれている。 

平成30年３月に大阪府が策定した「大阪府営公園マスタープラン（ＭＰ）」では、民間活力の積

極的導入により、府営公園が地域に貢献し、都市の活力を生み出すような公園となるよう取り組

むことを方針の一つとしている。 

一方、昭和46年10月の開設から約50年が経過した久宝寺緑地プールは、プール躯体、ろ過装置、

管理棟などの老朽化の進行が顕著であり、特に令和２年度のプール開設の際には、ろ過ポンプの

停止（６月）や配水管からの大量漏水（８月）が突然発生し、急遽プールの営業を休止したことから、

プール全体を早期にリニューアルする必要が生じている。 

大阪府営久宝寺緑地プール再整備・管理運営事業（以下「本事業」という。）は、久宝寺緑地プ

ールの再整備に併せて久宝寺緑地プールを含めた公園全体を一体的に維持管理・運営管理してい

ただくことにより、民間事業者の技術力やノウハウを最大限活用し、より高い公共サービスの提

供と管理運営の効率化を図ることを目的とする。また、併せて、公園全体の魅力向上を目的とした

魅力向上事業等を実施いただくことにより、久宝寺緑地プール周辺を核としたにぎわいづくりを期

待して実施するものである。 

 

 

（５） 事業対象 

本事業を実施する民間事業者（以下「受注者」という。）は、久宝寺緑地内に位置している久宝

寺緑地プールの再整備（既存施設の解体・撤去及び改修を含む）に合わせて、久宝寺緑地プールを

含めた公園全体を一体的に維持管理・運営管理するものとする。 

また、受注者は、公園全体の活性化や利用増進を図ること等を目的とし、自らの提案に基づき、

新たな公園施設（民間収益施設）の設置・運営やソフト事業（イベント・プログラム等）の企画・

運営等（以下「魅力向上事業」という。）を実施することができる。 

本事業のうち、久宝寺緑地プールの再整備に関する設計・建設業務（以下「設計・建設業務」と

いう。）及び久宝寺緑地プールを含む公園全体の管理及び運営に関する業務は、「民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年 法律第117号、以下「PFI法」とい

う。）に基づく民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業（以下「特定事業」とい

う。）の対象とする。なお、久宝寺緑地プールを含む公園全体の管理及び運営に関する業務は、地

方自治法（昭和22年 法律第67号）第244条に基づく指定管理者制度を活用する。（以下「久宝寺緑

地プールを含む公園全体の管理及び運営に関する業務」を「管理運営業務」という。） 
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また、魅力向上事業は、特定事業の対象外（付帯事業）とし、大阪府（以下「発注者」という。）

が受注者に対し、都市公園法（昭和31年 法律第79号）に基づく設置管理許可又は占用許可等を行

った上で、受注者が独立採算により実施する。 

 

 

（６） 事業方式 

1） 【特定事業】PFI事業 

PFI事業は、落札者がPFI法第２条第５項に定めるPFI事業を実施することを目的に設置する特別

目的会社（以下「SPC」という。）が設計･建設業務を行った後、発注者が完了確認を行い、発注者

に所有権を移転した上で、管理運営業務を行う「BTO（Build Transfer Operate）方式」により実

施する。 

 

2） 【付帯事業】魅力向上事業 

魅力向上事業は、受注者が都市公園法（昭和31年法律第79号。）及び条例で認められた範囲で、

公園の魅力向上や利用者サービスの向上のために、公園内において自らの責任において実施する

事業であり、大阪府への収益還元を求める。 

 

（７） 契約の形態 

発注者は、落札者決定後速やかに、落札者と特定事業契約の締結に向けた双方の協力義務等を

定めた基本協定（以下「基本協定」という。）を締結する。 

発注者は、基本協定に基づき、落札者が設立したSPCとPFI事業契約及び指定管理者に関する基

本協定（以下「指定管理基本協定」という。）を締結する。（以下、基本協定、PFI事業契約、指定

管理基本協定の３つの契約等をまとめて「事業契約等」という。） 

本事業の事業スキームは、次図のとおりである。 

 

 

図 本事業の事業スキーム 
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（８） 事業範囲 

本事業の業務範囲は、以下に示す通りである。詳細については要求水準書（案）で提示する。 

 

1） 【特定事業】PFI事業 

特定事業の業務範囲は、設計・建設業務と管理運営業務とする。 

管理運営業務は、総括管理業務、維持管理業務、運営管理業務で構成され、指定管理者制度（利

用料金制）による実施を前提とし、受注者を地方自治法（昭和22年 法律第67号）第244条の２第３項

の規定による指定管理者として指定することを予定している。 

なお、受注者は大阪府都市公園条例（昭和32年 条例第30号）に定める額の範囲内において、公

園施設の利用料金を自ら定め、収集できる。 

対象業務 対象範囲 

設計・建設業務 設計業務 

久宝寺緑地プール 工事監理業務 

建設業務 

既存施設の解体・撤去業務 久宝寺緑地プール 

（既存施設（※１）） 既存施設の改修業務 

管理運営業務 

(指定管理業務) 

総括管理業務 

公園全体（※２） 運営管理業務（※３） 

維持管理業務 

※１ 対象とする既存施設は要求水準書（案）において示す。 
※２ 現在、段階的に拡張整備中の東地区新エリア（約 9.7ha）を含む。当初契約の範囲は令

和５年度までに供用予定の約 3.7ha を予定している。（別紙２参照） 
※３ 施設や園地の魅力アップや利用の活性化のために指定管理業務の一環として、発注者

から本事業の目的に合致すると認められた範囲内において行う利用促進事業等を含む。 

 

2） 【付帯事業】魅力向上事業 

魅力向上事業では、都市公園法及び大阪府都市公園条例で認められた範囲で、公園の魅力向上や

利用者のサービス向上のために、設置許可に基づき、公園内において受注者自らの責任において、

新たな公園施設（民間収益施設）を設置し、商品やサービスの提供を行うとともに、公園全体を活

用したソフト事業（イベント・プログラム）を企画・運営することができる。 

なお、魅力向上事業には、発注者が支払うサービス対価や利用料金収入、利用促進事業による

収入を充てることはできない。また、魅力向上事業とそれ以外の業務は区分して経理すること。 

事業期間中、魅力向上事業は、受注者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクにつ

いてはそれを管理し、発生時の影響についても自ら負担するものとする。 

また、魅力向上事業は事業期間中、継続することを前提とし、受注者は基本協定に基づき、必要

に応じて魅力向上事業実施企業の変更などの必要な措置を講ずるものとする。 

魅力向上事業には、公園の魅力向上や利用者サービスの向上のため、一定規模以上で優れた内

容の投資を期待していることから、ソフト事業を除く新たな公園施設の施設整備及び既存施設の

大規模施設改修に関する投資額の下限値（40百万円）、投資期限（概ね５年間）を設定する予定で

ある。詳細は入札公告時に示す。 

 

対象業務 対象範囲 

魅力向上事業 

（※３） 

新たな公園施設の設置・運営（※１） 
公園全体（※２） 

ソフト事業（イベント・プログラム等） 

※１ 新たなにぎわい施設の設置や既存施設のリノベーション。 
※２ 現在、段階的に拡張整備中の東地区新エリア（約 9.7ha）を含む。当初契約の範囲は令

和５年度までに供用予定の約 3.7ha を予定している。（別紙２参照） 
※３ 魅力向上事業に関するリスクは、原則、受注者が負担する。 
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（９） 事業期間 

本事業の事業期間は、下表に示す通りとする。 

区分 期間 

新久宝寺緑地プールの設計・建設期間 PFI事業契約締結日（※１）～令和 10 年６月下旬 

新久宝寺緑地プールの供用開始日 令和 10年７月上旬 

公園全体の指定管理期間 令和７年４月１日～令和 27 年３月 31日（※２） 

魅力向上事業の事業期間 令和７年４月１日～令和 27 年３月 31日 

※１ 令和７年４月を予定。 
※２ 新久宝寺緑地プールの設計・建設期間に限り、１シーズンまでのプール閉鎖を認める。 

 

 

（１０） 受注者の収入 

1） 発注者が支払うサービス対価 

ア．設計・建設業務に係る対価 

設計・建設業務に係る対価は、PFI事業契約においてあらかじめ定める額とし、一時支払金及

び割賦方式により発注者が受注者に支払う。なお、本事業は、社会資本整備総合交付金並びに

地方債の活用を予定している。 

 

イ．管理運営業務に係る対価 

管理運営業務に係る対価は、PFI事業契約においてあらかじめ定める額とし、本事業の事業

期間にわたり発注者が受注者に支払う。 

 

2） 利用者から得る収入 

ア．公園施設の利用料金収入 

受注者は、大阪府都市公園条例に定めた金額の範囲内において、公園施設の利用料金を自

ら定め、自らの収入とする。 

 

イ．利用促進事業により得られる収入 

受注者は、自らの提案により利用促進事業を実施し、収入を得ることができる。 

 

ウ．魅力向上事業により得られる収入 

受注者は、自らの提案により魅力向上事業を実施し、収入を得ることができる。 

 

（１１） 収益還元 

受注者は、本事業のうち、管理運営業務について、各事業年度の収支合計において、利用料金収

入、発注者が負担する委託料を含む総収入から総支出を引いた金額の50％を発注者に納付する。 

また、魅力向上事業についても、各事業年度の収支合計において、総収入から総支出を引いた

金額の50％を発注者に納付する。 

発注者は納付金を活用し、府営公園の改修等に充当する予定である。なお、発注者への納付方

法等、詳細については指定後、別途指示する。 

 

（１２） 保証金 

受注者は、本事業から生じる全ての債務の担保として、受注者が所有する施設等の撤去・処分

費に相当する額を、発注者に保証金として預託するものとする。保証金の納入時期や納入額の算

定方法等については、入札説明書に記載する。 
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（１３） 受注者の責任 

   受注者は、要求水準書（案）及び自らの技術提案に基づく性能水準を確保するよう、誠実に業務

を実施すること。 

      

 

（１４） 遵守すべき法令等 

受注者は、本事業を実施するに当たり必要とされる関係法令（関連する施行令、規則、条例等を

含む。）等を遵守しなければならない。関係法令の具体名称は、要求水準書（案）に示すものとする。 

 

（１５） 事業期間終了時の措置 

1） 業務の引継ぎ 

事業期間終了時には、受注者は、府営公園管理要領に基づき、次の指定管理者への引き継ぎに当

たる書類及び留意事項等を作成の上、次の指定管理者への必要な引継ぎを行うものとし、事業期間

終了時には、速やかに退去することとする。 

 

2） 公園施設等の原状回復 

事業期間終了時には、発注者と受注者が協議の上、既存施設の現状を変更し、又は破損若しく

は汚損した部分並びに魅力向上事業として設置した施設を、発注者が定める期間までに受注者の

負担で原状回復することとする。  
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 特定事業の選定方法に関する事項 

（１） 選定基準 

本事業において、効率的かつ効果的に久宝寺緑地プールの設計・建設業務、公園全体の総括管理

業務、運営管理業務、維持管理業務等の実施が図られることを前提とした上で、従来型の手法によ

り実施した場合に比べて、PFI手法により実施することで、財政資金の効率的・効果的活用が図られ

ることが見込まれる場合に限り、PFI法第７条の規定に基づき、本事業を特定事業として選定する。 

 

 

（２） 評価方法 

特定事業の選定では、以下に示す評価方法により客観的な評価を行い、評価の結果を公表する。 

 コスト算出による定量的評価（VFM（Value for Money）） 

 PFI手法を導入することの定性的評価 

 上記を見込んだ総合的評価 

 

 

（３） 選定結果の公表 

発注者は、本事業をPFI法第７条に基づく特定事業と選定した場合は、その判断の結果を、評価の

内容と併せて、大阪府ホームページにおいて速やかに公表する。また、客観的な評価の結果、特定

事業の選定を行わないことにした場合も同様に公表する。 
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第２  民間事業者の募集及び選定に関する事項 

 民間事業者の募集及び選定に関する基本的な考え方   

発注者は、本事業の受託を希望する民間事業者を広く公募し、事業の透明性及び公平性の確保に

配慮した上で落札者を選定する。 

本事業は、久宝寺緑地プールの設計・建設業務、公園全体の管理運営業務、魅力向上事業の各業務

を通じて、民間事業者に効率的・効果的かつ安定的・継続的なサービスの提供を求めるものであり、

民間事業者の幅広い能力・ノウハウを総合的に評価して選定することが必要であることから、民間事

業者の募集及び選定の方法は、競争性の担保及び透明性・公平性の確保に配慮した上で、総合評価一

般競争入札方式を採用する。 

なお、本事業は平成６年４月15日にマラケシュで作成された政府調達に関する協定（WTO政府調達

協定）の対象事業であり、入札手続きには、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令」（平成７年 政令第372号）が適用される。 

 

 

 選定の手順及びスケジュール 

民間事業者の募集・選定に関する手順及びスケジュールは、以下に示す通り予定している。 

日程（予定） 内容 

令和５年３月 29日 

令和５年４月 10日 

令和５年５月 10日 

～５月 19日 

令和５年６月中旬 

令和５年８月中旬 

令和５年９月上旬 

 

令和５年９月中旬 

令和５年 10 月中旬 

令和５年 10 月下旬 

令和５年 11 月上旬 

令和６年１月中旬 

令和６年２月上旬 

令和６年３月下旬 

令和６年６月上旬 

令和６年７月上旬 

令和６年９月下旬 

令和６年 10 月 

令和７年４月１日 

実施方針等（実施方針、要求水準書（案））の公表 

現地見学会 

第１回直接対話 

 

実施方針等に関する質問回答の公表 

特定事業の選定 

入札公告等（入札説明書、要求水準書、落札者決定基準、特定事

業契約（案）、様式集）の公表 

説明会・現地施設案内 

入札説明書等に関する質問回答（１回目）の公表 

入札参加申込書受付 

参加資格決定通知 

第２回直接対話 

入札説明書等に関する質問回答（２回目）の公表 

事業計画書受付 

落札者の選定・公表 

基本協定の締結 

仮契約の締結 

PFI事業者・指定管理者の決定 

特定事業契約の締結 
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 応募手続き等 

（１） 現地見学会 

久宝寺緑地プールを対象とする現地見学会を以下に示す通り行う。 

 

日時 令和５年４月 10日（月）13時 30分より 

場所 大阪府営久宝寺緑地プール 

 

現地見学会への参加希望者は、現地見学会参加申込書（様式１）に必要事項を記入し、電子メー

ルにより提出すること。電子メールの件名の頭には【現地見学会申込】と記載すること。 

参加者は各社２名までとする。 

申込期限  令和５年４月５日（水）17時00分まで 

申込先  大阪府八尾土木事務所 都市みどり課 

電話   072-994-1515（代表） 

メールアドレス  yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp 

 

（２） 第１回直接対話 

本事業の募集の趣旨について、応募者の理解促進を図るため、入札公告等の公表に先立ち、発

注者と応募者で直接対話を実施する。 

 

1） 開催日時 

令和５年５月10日（水）～19日（金） 

①９時30分～／②11時00分～／③13時30分～／④15時00分～ 

 

2） 開催場所 

大阪府中河内府民センター（八尾土木事務所） 

３階 特別会議室 

 

第１回直接対話への参加希望者は、第１回直接対話参加申込書（様式２）に必要事項を記入し、

電子メールにより提出すること。電子メールの件名の頭には【第１回直接対話申込】と記載する

こと。 

参加者は複数企業での参加の場合を含め５名までとする。なお、対面での参加者に加え、参加

者のWEB会議システムにより、開催場所以外からオンラインで対話に参加することも可能と

する。WEB会議システムを併用した対話を希望する者は、直接対話当日に会場で接続準備を

行うとともに、WEBによる対話参加者リスト（ヒアリングによる参加者の氏名、会社名、部

署名及び役職を記載したものであり、様式は任意とする）１部を発注者に提出すること。な

お、直接対話の参加者以外が接続準備等を行うことは可とするが、直接対話中は会場への入

室は認めないものとする。またWEB会議システムの利用にあたっては、各社持参の通信機器

を用いて、無線により接続するものとする。 

申込期限  令和５年４月25日（火）17時00分まで 

申込先  大阪府八尾土木事務所 都市みどり課 

電話   072-994-1515（代表） 

メールアドレス  yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp  

 

 

（３） 実施方針等に関する質問又は意見の受付 

実施方針、要求水準書（案）に関する質問又は意見の受付を以下に示す通り行う。 

 

1） 受付期間 

期間 令和５年５月22日（月）～６月２日（金） 

時間 ９時00分～17時00分 

 

file:///C:/Users/TsudaA/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.Outlook/1ULA7FJZ/yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp
file:///C:/Users/TsudaA/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.Outlook/1ULA7FJZ/yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp
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2） 受付方法 

電子メールによる送信のみ受け付ける。 

 

3） 質問及び意見の様式 

質問及び意見について、様式３の書式（MS-Excel により作成）を用いて、電子メールの添付

ファイルとして、下記アドレス宛に送信すること。なお、電子メール送信後、下記問合せ先に

電話で着信確認を行うこと。 

 

4） 質問及び意見の送付先アドレス 

yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp 
 

5） 電子メール到着確認に関する問合せ先 

八尾土木事務所 都市みどり課 072-994-1515（代表） 

 

（４） 質問及び意見への回答 

上記（３）により受け付けた質問及び意見に対する回答は、令和５年６月19日（月）までに、大

阪府ホームページにおいて公表する予定である。なお、質問者の競争上の地位その他正当な利益

の保護の観点から、不開示とすることが妥当であると判断したものについては、質問及び意見、

これらに対する回答を公表しない場合がある。 

 

 

（５） 実施方針等の変更 

発注者は、実施方針等公表後における民間事業者からの意見等を踏まえ、入札公告までに実施

方針等の内容を見直し、変更することがある。なお、変更した場合は速やかに大阪府ホームペー

ジにおいて公表する。 

 

 

（６） 特定事業の選定 

発注者は、本事業を特定事業として選定した場合には、その結果を評価内容とあわせて公表する。 

 

 

（７） 入札公告、入札説明書等の公表・交付 

発注者は、実施方針等に対する民間事業者等からの意見を踏まえ入札公告を行い、入札説明書

等を公表・交付する。 

 

 

（８） 入札説明書等に対する質問受付・回答公表 

入札説明書等に関する質問を受け付けるが、本事業の入札に係る内容以外の質問に関しては回

答しない場合がある。 

入札説明書等の内容に関する質問に対する回答は、質問者の権利（質問者の特殊な技術、ノウ

ハウ等）、競争上の地位及びその他正当な利益を害するおそれがあると発注者が判断したものを除

き公表する。なお、質問の提出及び回答の公表方法については、入札説明書等において示す。 

 

 

（９） 第２回直接対話 

希望者を対象に、第２回直接対話を開催する。なお、直接対話の開催日時、開催場所等について

は、入札説明書等において示す。 

 

 

mailto:yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp
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（１０） 入札参加申込書の受付、入札参加資格の確認、入札参加資格審査結果の通知 

本事業の応募者に入札参加申込書及び入札参加資格審査に必要な書類の提出を求める。入札参

加資格審査の結果は、応募者に通知する。また、入札参加申込書の提出方法、時期、入札参加資

格審査に必要な書類の詳細等については、入札説明書等において示す。なお、入札参加資格審査

を通過しなかった応募者は、発注者に対してその理由について書面により説明を求めることがで

きる。 

 

 

（１１） 事業計画書の受付 

本事業は総合評価一般競争入札方式を採用するため、入札参加資格審査を通過した応募者に対し、

本事業において発注者が要求する課題に対する技術提案内容を記載した技術提案資料（以下「事業

計画書」という。）の提出を求める。事業計画書の提出方法、時期、提案に必要な書類の詳細等に

ついては、入札説明書等において示す。 

 

 

（１２） 入札の取り止め等 

発注者が公正に入札を執行できないと認められる場合、あるいは競争性が担保されないと認め

られる場合、発注者は入札の執行を延期若しくは取り止めることがある。 

 

（１３） 提出書類の取扱い 

1） 著作権 

応募者の提出書類に含まれる著作物の著作権は応募者に帰属する。 

ただし、発注者が本事業の公表等に関し必要と判断した場合には、無償で使用できる。また、落

札者以外の提案については本事業の公表以外の目的には使用しない。 

 

2） 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護さ

れる第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じ

た責任は、原則として提案を行った応募者が負う。 

 

3） その他 

なお、落札者以外の者が提出した事業計画書は、落札者決定後に受取りを希望する者に返却する。

受け取りを希望しない者の事業計画書は発注者が速やかに廃棄処分する。 
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 応募者の資格等 

（１） 応募者の資格 

次の要件を満たす会社法（平成17年法律第86号）上の会社、一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律（平成18年法律第48号）上の一般社団法人又は一般財団法人（公益社団法人、公益財団

法人を含む。）、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）上の特定非営利活動法人（ＮＰＯ

法人）その他法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、かつ代表

者の定めがある団体（以下「法人等」という。）若しくは複数の法人等が構成するグループである

こと。 

なお、複数の法人等が構成するグループで申請する場合は、全ての構成員が次のアからキまで

のいずれにも該当しないこと。 

 

ア． 国税及び地方税を完納していない者。国内に事業所を有しない者にあっては、事業所の所

在する国における国税及び地方税に相当する税等に係る徴収金を完納していない者。 

イ． 地方自治法第244条の２第11項の規定により本府又は他の地方公共団体から指定を取り消

され、その取消しの日から２年を経過しない者。なお、指定を取り消されたグループの構

成員であった法人等について、その取消しの日から２年を経過しない場合は、その法人等

が指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しないものとみなす。 

ウ． 地方自治法施行令第167条の４及びPFI法第９条の規定により一般競争入札の参加資格を有

しない者 

エ． 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の

申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第33条第１項の再生手続開始の決

定を受けた者を除く。）、会社更生法（平成14年法律第154号)第17条第１項又は第２項の規

定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第41条第

１項の更生手続開始の決定を受けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けている者

その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者。 

 

オ． 入札公告の日から審査結果の公表の日までの期間について、大阪府入札参加停止要綱に基

づき入札参加停止の措置を受けている者 

カ． 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団、大阪府暴

力団排除条例施行規則第３条の規定による暴力団密接関係者及びそれらの利益となる活動

を行う者 

キ． 本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人又はその子会社（会社法（平成17年 法律

第86号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成18年 法務省令第12号）第３条の規定によ

る子会社をいう。）及びこれらの者と資本面若しくは人事面において関連のある者。 

なお、本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人は、以下に示す通りである。 

 

株式会社 エイト日本技術開発 

豊原総合法律事務所 

 

 

（２） 応募者の構成等  

応募者の構成等は、以下に示す通りとする。 

① 入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、複数の企業で構成されるグループ（以 

下「参加グループ」という。）とし、入札手続きを代表して行う企業（以下「代表企業」とい 

う。）を定めるものとする。なお、建設企業が複数ある場合に建設企業を代表企業として定め

る場合は出資比率が最大のものに限る。 

② 入札参加者は、次に掲げる企業で構成するものとし、入札書類の受付日に提出する入札参加

表明書において、各企業の企業名を明らかにするものとする。 

(ｱ) プール等施設を設計する企業（以下「設計企業」という。） 
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(ｲ) プール等施設を建設する企業（以下「建設企業」という。） 

(ｳ) プール等施設の工事監理を行う企業（以下「工事監理企業」という。） 

(ｴ) 維持管理業務を行う企業（以下「維持管理企業」という。） 

(ｵ) 運営管理業務を行う企業（以下「運営管理企業」という。） 

③ 参加グループを構成する企業（以下「構成員」という。）のうち、（３）１）～５）の要件を満

たす者は、当該複数の業務を実施することができるものとする。ただし、工事監理企業は建設

企業を兼ねることはできないものとし、資本関係若しくは人的関係において次に掲げる(ｱ)～(ｵ)

のいずれかに該当する者でないこととする。 

(ｱ) 工事監理企業が建設企業の発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｲ) 工事監理企業が建設企業の資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｳ) 建設企業が工事監理企業の発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｴ) 建設企業が工事監理企業の資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｵ) 工事監理企業において代表権を有する役員が、建設企業の代表権を有する役員を兼ねている

こと。 

④ 落札者となった入札参加者は、本事業を遂行するために会社法に定める株式会社として特別目的

会社（以下「SPC」という。）を次に掲げる(ｱ)～(ｳ)の要件を満たすように設立すること。 

(ｱ) 落札者となった参加グループの構成員のうち、代表企業および建設企業は、必ず SPC に出

資するものとする。 

(ｲ) 代表企業は出資者の中で最大の出資を行うものとする。 

(ｳ) 出資者である構成員は、本事業が終了するまで SPC の株式を保有するものとし、府の事前

の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定、その他の一切の処分を行って

はならない。 

⑤ 入札書類の受付日後においては、原則として参加グループの構成員の変更及び追加は認めないも

のとする。ただし、府がやむを得ないと認めた場合は、府の承認を条件として参加グループの構

成員（ただし、代表企業を除く）の変更・追加ができるものとする。 

⑥ 参加グループの構成員は、他の提案を行う参加グループの構成員になることはできないものとす

る。また、参加グループの構成員は、他構成員と資本関係又は人的関係において次の(ｱ)～(ｵ)のい

ずれかに該当する者でないこととする。 

(ｱ) 他構成員の発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｲ) 他構成員の資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｳ) 他構成員が、発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

(ｴ) 他構成員が、資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

(ｵ) 代表権を有する役員が、他構成員の代表権を有する役員を兼ねていること。 

 

 

（３） 各業務に従事する者の要件 

応募者のうち、各業務に従事する者は、それぞれ以下の該当する要件を満たすこと。 

  

1） 設計企業 

設計業務を行う企業は、以下に示す要件をすべて満たすこと。但し、複数の者が分担して業務

を行う場合は、１者が要件のすべてを満たすことで構わない。 

① 建築士法の規定による一級建築士事務所として登録を受けていること。 

② 測量・建設コンサルタント等業務競争入札参加資格名簿のうち、「建設コンサルタント（造園）」

及び「建築設計・監理」に登録されていること。ただし、名簿に登録されていない者で本件入

札に参加を希望する者は、入札参加資格審査の認定を入札参加申込書の提出締切日までに受け

ること。 
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③ 平成 25 年 4 月 1 日から入札参加申請期限までに、元請として完成・引渡が完了した次の要件

を満たす業務において、どちらの業務実績も有するものであること。なお、共同企業体として

実績を有する場合は、本件で求めている業務実績と同内容の業務を担当した場合に限る。 

・プールの実施設計業務 

・公園施設の新設または改築に係る実施設計業務 

④ 設計企業と直接的かつ恒常的に雇用関係があり、かつ下記条件のいずれかを満たす管理技術者

及び照査技術者を配置すること。なお、管理技術者と照査技術者は兼ねることはできない。 

(ｱ) 技術士（建設部門（選択科目が「都市及び地方計画」に限る。）又は総合技術監理部門（選

択科目が「建設―都市及び地方計画」に限る。））の資格を有し、技術士法による登録を行

っている者。 

(ｲ) シビルコンサルティングマネージャー[RCCM]（登録部門が「造園」に限る。）の資格を有

し、「登録証書」の交付を受けている者。 

(ｳ) 建設コンサルタント登録規定（昭和 52年 4月 15日建設省告示第 717号）により技術管理

者として国土交通大臣に認定された者（登録部門が「造園」に限る。） 

⑤ 設計企業と直接的かつ恒常的に雇用関係があり、建築士法に基づく一級建築士を担当技術者と

して配置できる者であること。 

 

2） 建設企業 

建設業務を行う企業は、以下に示す要件をすべて満たすこと。 

① 大阪府建設工事一般競争入札（特定調達契約）参加資格登録者名簿のうち、「土木一式工事」ま

たは「建設一式工事」に登録をされている者であること。 

② 単体企業または共同企業体の代表者は、以下の要件を満たすこと。 

(ｱ) 土木一式工事について一般競争入札参加資格（特定調達）の登録を受けていること。 

(ｲ) 土木一式工事について経審点が 1,200点以上であること。 

③ 単体企業または共同企業体以外の構成員のうち少なくとも 1 者は、以下の要件を満たすこと。 

(ｱ) 建築一式工事について一般競争入札参加資格（特定調達）の登録を受けていること。 

(ｲ) 建築一式工事について経審点が 1,000点以上であること。 

④ 共同企業体の結成要件 

(ｱ) １共同企業体の構成員数は、２者から３者までの範囲内の数であること。 

(ｲ) すべての構成員が、土木工事一式又は建築一式工事について経審点が 1,000点以上である

こと。 

⑤ 監理技術者資格証を有した、土木一式工事に係る監理技術者を当該工事に専任で配置すること

ができる者であること。かつ、入札参加申請の時点において直接的かつ恒常的に３か月以上の

雇用関係があり下記条件を満たすこと。 

(ｱ) 一級土木施工管理技士又は一級建築機械施工技士の資格を有する者 

(ｲ) 技術士法（昭和 58年法律第 25号）第２条第１項に規定する技術士のうち、その登録を受

けた技術部門が建設部門、農業部門（選択科目を「農業土木」又は「農業農村工学」とす

るものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選

択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に

係るもの又は「農業土木」、「森林土木」若しくは「水産土木」とするものに限る。）である

者 

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)に掲げる者と同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者 

⑥ 監理技術者資格証を有した、建築一式工事に係る監理技術者を当該工事に専任で配置すること

ができる者であること。かつ、入札参加申請の時点において直接的かつ恒常的に３か月以上の

雇用関係があり下記条件を満たすこと。 

(ｱ) 一級建築士の資格を有する者 

(ｲ) (ｱ)に掲げる者と同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者 
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3） 工事監理企業 

工事監理業務を行う企業は、以下に示す要件をすべて満たすこと。但し、複数の者が分担して

業務を行う場合は、１者が要件のすべてを満たすことで構わない。 

① 測量・建設コンサルタント等業務競争入札参加資格名簿のうち、「建築設計・監理」に登録さ

れていること。ただし、名簿に登録されていない者で本件入札に参加を希望する者は、入札参

加資格審査の認定を入札参加申込書の提出締切日までに受けること。 

② 直接的かつ恒常的に雇用関係があり、主任監督員として一級建築士の資格を有する者を常駐監

理として配置すること。 

なお、「技師Ｃ級以上」の業務経験年数を有する監督員を常駐監理として現場に配置し、主任監

督員がこの監督員を統括指導して工事監理業務を行う場合も可とする。 

 

 

4） 維持管理企業 

維持管理業務を行う企業は、以下に示す要件を満たすこと。 

① 維持管理業務の実施に当たり、必要な資格を有する者を配置できること。（必要な資格につい

ては要求水準書を参照） 

 

5） 運営管理企業 

運営管理業務を行う企業は、以下に示す要件を満たすこと。 

① 運営管理業務の実施に当たり、必要な資格を有する者を配置できること。（必要な資格につい

ては要求水準書を参照） 

 

（４） 応募者の構成企業等の変更 

応募者を構成する構成企業が、入札参加申込書等の提出期限日から特定事業契約を締結するま

での間において上記（２）及び（３）を欠くような事態が生じた場合は、構成企業の変更は認めら

れず、失格若しくは落札者決定後は契約を締結しないことがある。ただし、発注者がやむを得な

いと判断した場合は、応募者のうち代表企業を除く構成企業の変更又は追加について認めること

がある。なお、その場合には、変更する構成企業が上記（３）で定める資格要件を満たすことを証

明することとする。また、変更又は追加した場合には、速やかに該当証明のための書類を提出す

ること。 
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 提案の審査及び落札者の選定に関する事項 

（１） 審査に関する基本的な考え方 

落札者の決定に当たり、発注者は、公平性及び透明性を確保することを目的として、学識経験

者等の外部委員を含む「大阪府都市公園施設整備運営事業者選定委員会」及び「大阪府都市公園

指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）を設置する。 

発注者は、選定委員会から提案審査における評価項目の詳細に係る検討及び応募者から提出さ

れた事業計画書の審査等について意見聴取を行う。選定委員会の意見を受けて発注者が定める落

札者決定基準は、入札説明書等において示す。 

 

 

（２） 審査手順 

審査は、資格審査と技術提案審査の２段階で実施する。 

 

1） 資格審査 

入札参加申込書とあわせて応募者から提出された資格審査書類をもとに、発注者は入札説明書

等で示した応募者の資格についての確認審査を行う。 

なお、資格審査に係る様式等の詳細については、入札説明書等において示す。 

 

2） 技術提案審査 

発注者において、応募者により提出された事業計画書について、提案内容の審査及び評価を行

い、選定委員会での意見等を踏まえ、技術提案に係る評価点を決定する。 

審査基準等の詳細については、落札者決定基準として入札説明書等において示す。また、技術評

価項目及び技術評価項目に係る提案書様式等の詳細についても、入札説明書等において示す。 

 

 

（３） 落札者の選定 

発注者は、選定委員会の意見を踏まえ、応募者からの技術提案に係る評価点及び入札価格を総

合的に評価し、最も優れた提案を行ったと認められる者を落札者として選定する。 

 

 

（４） 審査結果の通知及び公表 

発注者は、選定委員会の意見を聴き、発注者が落札者を選定した後、大阪府のホームページに

より速やかに公表する。公表する項目は、最終順位と評価点数とする。ただし、落札者以外の応募

者名は公表しない。また、落札者として選定された者に選定通知書、それ以外の者には非選定通

知書を送付する。 

 

 

（５） 落札者を選定しない場合 

事業者の募集、審査、評価及び選定の一連の手続きにおいて、応募者あるいは応募者が無い等

の理由により、PFI手法を用いて本事業を実施することが適当でないと発注者が判断した場合には、

落札者を選定せず、この旨を速やかに公表する。 
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 落札者選定後の手続  

（１） 基本協定の締結 

落札者として選定された者は、特定事業契約の締結に先立って、基本協定を落札者選定後速や

かに発注者と締結しなければならない。なお、SPCの設立に係る確約等についても基本協定の内容

に含めるものとする。 

 

 

（２） SPCの設立 

落札者は、基本協定締結後速やかに、会社法（平成17年法律第86号）に定める株式会社として

SPCを大阪府内に設立し、商業登記簿謄本を発注者に提出しなければならない。なお、設立するSPC

は、発注者の事前の書面による承諾がある場合を除き、PFI事業以外の業務あるいは事業を兼業す

ることはできない。 

落札者の構成企業は、特定事業契約が終了するまで、SPCの本議決権株式を保有するものとし、

発注者の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡及び担保等の設定その他一切の処分を行

ってはならない。 

 

 

（３） PFI事業者・指定管理者の決定 

SPCの設立後、発注者はPFI事業者・指定管理者の決定に係る議題を議会に上程し、その議決を

もってSPCをPFI事業者・指定管理者として決定する。 

 

 

（４） 特定事業契約の締結 

PFI事業者・指定管理者の決定後、発注者は、SPCとの間で、本事業を実施するために必要な、PFI

事業契約、指定管理基本協定を締結する。 

 

 

（５） 契約締結に係る留意事項等 

落札者選定から特定事業契約締結までの間、事業計画書提出前に明示的に確定することができな

かった事項について、必要に応じて発注者と落札者との間で協議を行い、内容を定めるものとする。 

特定事業契約の締結に係る印紙代等は、落札者の負担とする。 

 

 

（６） 指定管理に係る留意事項 

PFI事業者・指定管理者の決定後、落札者は指定管理者として実施する管理運営業務について、事

業期間開始前に必要な各種手続き・引継ぎを実施する。必要な各種手続き・引継ぎについては要求

水準書（案）に示す。 

これらに要する費用は落札者の負担とする。また、現指定管理者と同様の守秘義務が課せられる。 
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第３  受注者の責任の明確化等業務の適正かつ確実な実施等の確保に関する事項 

 リスク分担の基本的な考え方 

本事業におけるリスク分担の考え方は、リスクを最も良く管理することができる者が当該リスク

を分担することで、より質の高いサービスの提供を目指すものであり、受注者が担当する業務につ

いては、受注者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として受注者

が負うものとする。ただし、発注者が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、発注者

が責任を負うものとする。 

 

 

 想定されるリスクの責任分担 

予想される主たるリスク及び発注者と受注者の責任分担は、原則として「別紙２ リスク分担表」

に定める通りとし、責任分担の程度や具体的な事項については、特定事業契約に提示する。 

なお、特定事業契約の各条項等の解釈について疑義が生じたとき又は特定事業契約に特別の定めの

ない事項については、発注者及び受注者は、誠意をもって協議し、リスク分担を決定するものとする。 

 

 

 リスクが顕在化した場合の費用負担の方法 

発注者又は受注者のいずれかの責めに帰するリスクが顕在化した場合に生じる費用は、原則とし

てその帰責者が全額負担する。 

また、いずれの責めにも帰さないリスクが顕在化した場合に生じる費用については、発注者と受

注者が共同又は分担して負担することとし、その負担、方法については、「別紙２ リスク分担表」に

よるほか、特定事業契約に提示する。 

なお、発注者及び受注者は、いかなる場合でも、費用の増加、サービス提供の遅延、サービス水準

の低下を最小限に留めるよう相互に協力し、努力するものとする。 

 

 

受注者の責任の履行の確保に関する事項 

受注者は、特定事業契約に従って責任を履行することとする。なお、建設工事の履行を確保する

ために、履行保証保険等による建設工事期間中の履行保証を行うものとする。 

なお、詳細については入札説明書等において示す。 

 

 

業務の実施状況のモニタリングに関する事項  

発注者は、受注者が特定事業契約に定められた業務を確実に遂行し、要求水準が達成されている

か確認するために、業務の監視・確認（以下「モニタリング」という。）を行う。受注者は、発注者

のモニタリングに協力しなければならない。 

設計・建設業務及び管理運営業務に対するモニタリングの考え方は次の通りである。 

 

（１） 設計・建設業務のモニタリング 

受注者は設計・建設業務の実施計画等を作成する段階において、各業務の要求性能に対する詳細

なモニタリングの内容・方法を記載した要求性能確認計画書を作成し、各業務の着手前に発注者に

提出するものとする。発注者は受注者と協議し、要求性能確認計画書を確定する。 

特に、完了検査時点において、隠蔽部分等の施工状況など要求水準書を満たしていることの確認

が極めて困難であるとき、完了検査時点において要求水準書を満たしていないことが判明した場合

にその是正を行うことが経済的・時間的・技術的に極めて困難であるとき、若しくは施工品質を確

保するうえで特に重要なとき等、施工の各段階で発注者による現地での確認を含めて適切にモニタ

リングの実施を盛り込み、発注者と受注者の双方で確認した上で業務を進めるものとする。 

受注者は、要求性能確認計画書に基づき、要求水準を満たしているかどうかの確認を行い、要求

性能確認報告書を作成し、発注者に提出し、確認を受ける。 

発注者は、要求性能確認報告書、各提出書類及び実際の施工状況等を基に、要求水準の内容を満

たしているかどうかを確認する。 

また、発注者は、事業者が行う工程会議に立ち会うことができるとともに、いつでも設計・建設

業務の進捗状況の確認を行うことができるものとする。 
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（２） 管理運営業務及び魅力向上事業のモニタリング 

1） 各年度の評価 

ア． 管理運営業務及び魅力向上事業においては、年度ごとに、運営の状況等について、外部有

識者で構成する大阪府都市公園指定管理者評価委員会（以下「評価委員会」という。）によ

りモニタリング（点検）を実施する。 

イ． モニタリングは業務について、点検・評価を行い、それをフィードバックすることでさら

に府民サービスの向上につなげていくことを目的としたものである。 

ウ． 受注者は、申請時に提出した事業計画書、各年度の事業実施計画書、要求水準書等に沿っ

て、管理運営業務を適正に遂行しているかどうかについて、自己評価を行うとともに、そ

の結果を発注者に報告すること。 

エ． 詳細は管理要領（第10章「８．管理業務に対する評価」）を参照のこと。 

 

2） 中期評価 

本事業の管理運営業務及び魅力向上事業においては、指定期間が20年と長期に及ぶため、指定期

間中の社会情勢や利用者ニーズの変化に応じて、事業計画を見直す必要が生じることが想定され

る。このため、事業計画の見直しの手続きは次のとおりとする。 

 

ア． 受注者は、各年度における評価や、20年間を通した最終評価に加えて、指定開始後４年目

（その後５年ごと）に中間的な評価を行い、中期計画書について検証し、必要に応じて長期

計画書の見直しを行うこととする。発注者は、受注者による検証結果に、発注者による評価

を加え、評価委員会に報告する。 

イ． また、評価結果等を踏まえ、必要に応じ、発注者と受注者の協議により委託料を見直す場合

がある。  

ウ． 事業計画の見直しには、当初の計画にはない、新たな施設の設置、設置した施設の運営内容

の変更、技術革新による新たな管理運営の導入（自動運転モビリティの導入等）なども含ま

れる。 

エ． 事業計画の検証・見直しの流れは次の通りである。 

 

① 受注者は、それまでの５年間の管理運営の状況等について、自己評価・検証を行い、必

要に応じて長期計画書の見直し案を作成する。評価・検証等を行う項目は以下のような

項目を想定している。 

 ５年間の管理運営状況の総括 

 提案した魅力向上事業に係る計画の達成状況 

 事業計画の社会情勢の変化や利用者ニーズへの適応状況 

 評価・検証を踏まえた事業計画の見直し案（見直しが必要な場合） 等 

 

② 受注者による検証結果に、発注者の評価・検証を加えたうえで、評価委員会の意見を聴

取する。 

③ 評価委員会の意見を踏まえ、発注者が事業計画の評価・検証結果をとりまとめる。 

④ 事業計画の評価・検証結果を基に受注者が長期計画書の見直し案を修正し、それを発注

者が承認することにより、長期計画書の見直しが確定する。 

⑤ 受注者は見直し後の長期計画書を基に次期中期計画書を作成する。 

 

3） 総合評価の実施及び次期指定管理者選定への反映 

発注者は、指定期間の最終年度の前の年度に、それまでの年度評価や受注者に対する改善指導・

是正指示の状況などに基づいて、総合評価を行い、評価委員会に報告する。 

総合評価の結果が最低評価であった場合には、次回の指定管理者選定時に減点措置を行う。具体

的には、次回の指定管理者選定時に当該事業者が申請した場合、「管理に係る経費の縮減に関する

方策」を除いた当該事業者の得点に対して、10％の減点率を乗じることとする。 
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4） 最終評価 

発注者は、指定期間の最終年度に、それまでの年度評価、改善指導・是正指示の状況などに基づ

いた最終評価を行い、評価委員会に報告する。  
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第４  公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 久宝寺緑地の概要 

久宝寺緑地の概要は、以下に示す通りである。 

公園名称： 大阪府営久宝寺緑地 

所在地： 八尾市西久宝寺、東大阪市大蓮南三丁目、大阪市平野区加美東六丁目 

公園種別：  広域公園 

開設面積： 41.1ha（都市計画決定面積：48.1ha） 

うち八尾市域 35.0ha、東大阪市域 4.6ha、大阪市域 1.5ha 

開設日： 昭和 46年４月１日 

アクセス： ＪＲ関西本線（大和路線）「久宝寺」駅 北へ約 1.2キロメートル 

ＪＲ関西本線（大和路線）「加美」駅 東へ 1.2 キロメートル 

ＪＲおおさか東線「新加美」駅 東へ 1.2 キロメートル 

近鉄大阪線「久宝寺口」駅 西へ 1.2キロメートル 

主要施設： 陸上競技場、テニスコート、野球場、プール、児童遊戯場、風の広場、シャクヤク園 

 

なお、久宝寺緑地では防災機能の拡充を図るため、東地区を新規整備により拡張する予定である。 

本事業では、現在、段階的に拡張整備中の東地区新エリアを含めた公園一帯を対象範囲とする。

ただし、当初契約の範囲は令和５年春に供用予定の約1.0haを追加した範囲を予定している。（別紙

２参照） 

事業期間： 令和６年度まで（用地の取得状況によって延期となる可能性あり） 

事業面積： 約 9.7ha（内、2.7haは令和４年３月５日に開設済み） 

主要施設：  あいあい広場（遊戯広場）、健康広場、休憩所付き便所、駐車場など 

 

 

 久宝寺緑地プール（既存施設）の概要 

久宝寺緑地プール（既存施設）の概要は、以下に示す通りである。 

施設完成日： 昭和 46年６月 

施設面積： 約 17,000 ㎡ 

施設内訳： 水面積：5,190㎡ 水量：5,211ｔ 

（50ｍ変形プール２面、25ｍ変形プール１面、変形プール１面） 

プールサイド：7,865㎡（パーゴラ３基、テント張り休憩所９ヵ所） 

管理棟（RC造、地下１階、地上２階） 建築面積：1,794.3㎡、延床面積：2,919.5㎡ 

その他 監視台 15 基、便所２ヶ所、ゲート１棟 など 

利用者数： 50,031 人（令和元年度実績） 

改修履歴： 平成 14年２月 50ｍ北プール車椅子対応スロープ設置 

平成 16年３月 管理棟耐震補強 

平成 27年３月 受電設備改修（地下～地上ｷｭｰﾋﾞｸﾙ移設） 

平成 29年６月 変形プール改修（シート防水改修） 

開園期間： ７月１日から８月 31日 

 

 

 久宝寺緑地プール（新施設）の概要 

久宝寺緑地プール（新施設）の概要は、要求水準書（案）に示す。  
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第５  契約の解釈等について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

 疑義が生じた場合の措置 

発注者が募集手続において配付した一切の資料、当該資料に係る質問回答書、受注者が提出した

事業計画書、発注者と受注者との間で締結された協定・契約等の解釈に疑義が生じた場合は、発注

者と受注者が本事業の円滑な遂行を前提とし、誠意をもって協議の上、解決を図る。協議が整わない

場合は、特定事業契約書に規定する具体的措置に従う。 

 

 

 管轄裁判所の指定 

特定事業契約に関する紛争については、大阪地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とする。 
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第６  事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

 事業の継続が困難となる事由が発生した場合の措置 

本事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、特定事業契約に定める事由ごとに、発注者又は

受注者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じるものとする。 

 

 

 本事業の継続が困難となった場合の措置 

上記１．の措置を講じたにもかかわらず、本事業の継続が困難となった場合は、特定事業契約に

定めるところに従い、本事業を終了するものとする。 

 

（１） 受注者の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

①受注者の提供するサービスが要求水準書（案）に示す要求水準を達成していないことが判明し

た場合、その他特定事業契約で定める受注者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその

懸念が生じた場合は、発注者は受注者に対して改善指示を行い、一定期間内に改善計画の提出

及び実施を求めることができるものとする。また、受注者が当該期間内に改善することができ

なかった場合は、発注者は特定事業契約を解除することができるものとする。 

②受注者の財務状況が著しく悪化した場合等、その結果により特定事業契約に基づく本事業の継

続的履行が困難と認められる場合は、発注者は特定事業契約を書面の通知により解除すること

ができるものとする。 

③上記①及び②の規定により発注者が特定事業契約を解除した場合は、特定事業契約に定めると

ころに従い、発注者は受注者に対して、違約金及び損害賠償の請求等を行うことができるもの

とする。 

 

 

（２） 発注者の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

①発注者の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により本事業の継続が困難となった場合は、

受注者は特定事業契約を書面の通知により解除することができるものとする。 

②上記①の規定により受注者が特定事業契約を解除した場合は、特定事業契約に定めるところに

従い、受注者は発注者に対して、損害賠償の請求等を行うことができるものとする。 

 

 

（３） いずれの責めにも帰さない事由により本事業の継続が困難となった場合 

①不可抗力その他発注者又は受注者のいずれの責めにも帰すことのできない事由により本事業の

継続が困難となった場合は、発注者と受注者は、事業継続の可否について協議を行うものとする。 

②一定の期間内に上記①の協議が整わないときは、発注者は、事前に書面により相手方に通知す

ることにより、特定事業契約を解除することができるものとする。 

③上記②の規定により発注者が特定事業契約を解除した場合の措置は、特定事業契約に定めると

ころに従うものとする。 

 

 

 金融機関等と発注者の協議 

本事業の安定的な継続を図るために、発注者は必要に応じて一定の事項について、あらかじめ事

業者に本事業に関して資金を融資する金融機関等の融資機関又は融資団と適切な取決めをするため

の協議を行い、当該融資機関又は融資団と直接協定を締結することがある。  
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第７  法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

 法制上及び税制上の措置に関する事項 

受注者が本事業を実施するに当たり、法令の改正等により、法制上又は税制上の措置が適用され

ることとなる場合は、それによることとする。 

 

 

 財政上及び金融上の支援に関する事項 

受注者が本事業を実施するに当たり、交付金等財政上及び金融上の支援を受けることができる可

能性がある場合は、発注者はこれらの支援を受注者が受けることができるように協力するものとす

る。なお、受注者は、発注者が行う交付金申請業務に協力するとともに、会計実地検査等への対応に

も協力すること。 

 

 

 その他の支援に関する事項 

発注者は、受注者による事業実施に必要な許認可等の取得に関し、必要に応じて協力する。また、

法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合は、発注者は必要に応じて協力する。 
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第８  その他事業の実施に関し必要な事項 

 情報公開及び情報提供 

本事業に関する情報提供は、大阪府ホームページ等を通じて適宜行う。 

 

 

 議会の議決 

本事業に当たり、特定事業契約締結の当事者及び指定管理者の指定に関する議案は、令和６年９月

の大阪府議会定例会に提出する予定である。 

特定事業契約の締結に関する議案は、令和７年２月の大阪府議会定例会に提出する予定である。 

 

 

 応募に関する費用負担 

本事業への応募に係る費用は全て応募者の負担とする。 

 

 

 入札説明書等の承諾 

応募者は事業計画書の提出をもって、入札説明書等の記載内容を承諾したものとする。 

 

 

 応募の無効 

以下に示す事項に該当する場合は、本事業への応募を無効とする。 

①虚偽の記載をした場合 

②複数の提案を行った場合 

 

 

 使用言語、単位及び通貨  

使用する言語は日本語、単位はSI単位、及び通貨は円とする。 

 

 

 問合せ先  

大阪府八尾土木事務所都市みどり課 担当：田口、彌園、小田巻、津田 

大阪府中河内府民センタービル２階（八尾市荘内町二丁目１番36号） 

電話      072-994-1515（代表） 

メールアドレス yaodoboku-g13@sbox.pref.osaka.lg.jp 
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別紙１ リスク分担表 

 

表 1 特定事業のリスク分担 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

（〇主分担、△従分担） 

発注者 受注者 

共
通 

公募手続リスク 
公募資料の誤り又は変更によるもの ○  

申請コストの負担、必要な資金の確保に関するもの  ○ 

契約締結リスク 
受注者の帰責事由による契約締結の遅延に関するもの  ○ 

上記以外の事由による契約締結の遅延に関するもの ○  

入札参加リスク 
応募費用に関するもの  ○ 

コンソーシアムの組成に関するもの  ○ 

住民問題リスク 

受注者の実施する業務の不備等受注者の帰責事由に

よる地域住民の要望、訴訟等に関するもの 
 ○ 

上記以外の事由による地域住民の要望、訴訟等に関す

るもの 
○  

環境問題リスク 

受注者が行う業務に起因する環境問題（騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断水、水質汚染、臭気、電波障害、

有害物質の排出等）に関する対応 

 ○ 

第三者賠償リスク 

受注者の実施する業務の不備等受注者の帰責事由に

より、第三者に及ぼした損害によるもの 
 ○ 

上記以外の事由により、第三者に及ぼした損害による

もの 
○  

支払遅延・支払不能 

リスク 

発注者の支払いの遅延によるもの ○  

受注者の支払いの遅延によるもの  ○ 

議会承認リスク 
発注者の帰責事由によるもの ○  

受注者の帰責事由によるもの  ○ 

事業の中止・遅延リ

スク 

発注者の責任による遅延・中止 ○  

受注者の責任による遅延・中止  ○ 

受注者の事業放棄・破綻  ○ 

制度関連 

リスク 

法令変更 

リスク 

本事業の設計・建設・維持管理・運営管理ほか業務に

係わる法令の変更・新設に関するもの 
 ○ 

上記以外で、本事業のみならず広く一般的に適用され

る法令の変更・新設に関するもの 
 ○ 

税制変更 

リスク 

事業に直接関係する税制度の新設・変更に関するもの ○  

企業の利益に関する税制度の変更によるもの  ○ 

消費税の変更によるもの ○  

その他の税制度の新設・変更によるもの  ○ 

許認可 

遅延 

発注者の責による許認可取得の遅延によるもの ◯  

本事業で実施する調整や資料作成の遅延によるもの  ○ 

本事業の実施に当たって、受注者が取得すべき許認可

の取得の遅延等による費用の増加 
 ○ 

国の 

交付金 

受注者の帰責事由によって想定されていた交付金が

交付されない場合 
 ○ 

上記以外の事由により想定されていた交付金が交付

されない場合 
○  
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リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

（〇主分担、△従分担） 

発注者 受注者 

共
通 

下請業者管理リスク 
受注者が締結する下請契約の管理、変更等に関するも

の 
 ○ 

不可抗力リスク 天災・暴動、感染症の蔓延等の不可抗力によるもの 
〇 

※１ 
△ 

物価変動リスク 
設計・建設期間中の物価変動 △ 

○ 
※２ 

維持管理・運営管理業務期間中の物価変動  
○ 
※３ 

金利変動リスク 
基準金利確定前の金利変動によるもの  ○ 

基準金利確定後の金利変動によるもの  ○ 

資金調達リスク 
受注者が必要な資金を調達できない場合  ○ 

発注者が必要な資金を調達できない場合 〇  

債務不履行リスク 

受注者の帰責事由により、本事業を中止・延期する場

合 
 ○ 

上記以外の事由により、本事業を中止・延期する場

合 
○  

安全性確保リスク 事業実施における安全性の確保に関するもの  ○ 

設
計
段
階 

計画・設計 

リスク 

測量・調査 

リスク 

発注者が実施した測量・地質調査等に不備があった場

合 
○  

受注者が実施した測量・地質調査等に不備があった場

合 
 ○ 

設計 

リスク 

発注者が提示した設計に関する与条件又は要求水準

の内容に不備があった場合 
○  

受注者が実施した設計に不備があった場合  ○ 

設計変更 

リスク 

発注者の指示により要求水準を超える内容の設計変

更を行うことによる設計の遅延や受注者の費用増加

等 

○  

受注者の帰責事由によって設計変更したことによる

設計の遅延や受注者の費用増加等 
 ○ 

用地リスク 

発注者が事前に把握し、受注者に情報公開している

ものに関するもの 
 ○ 

上記以外に予見できないもの ○  

建
設
段
階 

工事遅延リスク 
受注者の帰責事由によるもの  ○ 

上記以外の事由によるもの ○  

工事費の増減 

受注者の帰責事由による工事費の増加  ○ 

発注者の指示や変更等、上記以外の事由による工事

費の増加 
○  

性能リスク 要求仕様不適合（施工不良を含む）によるもの  ○ 

性能変更リスク 

建設中に、発注者の意向で仕様、性能要件が変更さ

れることによる遅延、コストの発生 
○  

受注者の提案による仕様の変更によるもの  ○ 

施設の損傷リスク 完工前の工事目的物や材料他、関連工事に関する損害  ○ 

工事監理リスク 
建築基準法に係る工事監理に関するもの  ○ 

工事現場管理に関するもの  ○ 

所
有
権 

所有権移転リスク 所有権の移転に関するもの  ○ 
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リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

（〇主分担、△従分担） 

発注者 受注者 

総
括
管
理
・
維
持
管
理
・
運
営
管
理
段
階 

計画変更リスク 

発注者の指示による事業内容・用途の変更に関するもの ○  

受注者の帰責事由による事業内容・用途の変更に関する

もの 
 ○ 

性能リスク 要求水準不適合（施工不良を含む）によるもの  ○ 

維持管理費・運営管

理費の上昇リスク 

発注者の指示に起因する維持管理費、運営管理費の増大 ○  

上記以外の要因による維持管理費、運営管理費の増大 

（物価変動によるものは除く） 
 ○ 

契約不適合責任 

契約不適合責任存続期間に発見された施設の契約不適

合に関するもの 
 ○ 

契約不適合責任存続期間の終了後に発見された施設の

契約不適合に関するもの 
○  

大規模修繕リスク 

経年劣化による補修・修繕、改修及び発注者の発意によ

り行う大規模修繕等に係る費用負担 
○  

受注者の発意により行う補修・修繕、改修  ○ 

施設・設備等の損傷 

リスク 

発注者の責めに帰すべき事由による公共施設の劣化及

び事故・火災等による施設・設備等の損傷 
○  

受注者の責めに帰すべき事由（受注者が適切な維持管理

業務を実施しなかったこと等）による施設・設備等の劣

化及び事故・火災等による施設の損傷 

 ○ 

第三者（利用者）の過失など、発注者、受注者のいずれ

の責に帰すべからざる事由による施設・設備等の損傷 

○ 

※１ 
△ 

需要変動リスク 

（利用料金収入） 

発注者の事由による事業内容、用途変更等に起因する

収入に関するもの 
○  

利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの誤りその

他の事由による経営不振等の事由によるもの 
 ○ 

運営管理リスク 

受注者の業務範囲についての利用者からの苦情やトラ

ブル等への対応 
 ○ 

上記以外の利用者からの苦情やトラブル等への対応 ○  

利用者の事故  ○ 

情報漏洩リスク 

受注者の責に帰すべき事由による利用者の個人情報の

流出等に関するもの 
 ○ 

上記以外の事由による利用者の個人情報の流出等に関

するもの 
○  

終

了

時 

施設の性能 
業務期間終了時において、要求水準に示す本事業の対象

施設の性能の保持 
 ○ 

移管手続きリスク 移管手続きに伴う諸経費の発生に関するもの  ○ 

※１ 原則発注者の負担とするが、一定の割合までは受注者が負担する。 

※２ 「公共工事標準請負契約約款」第 25条（スライド条項）に基づく対応を前提とする。 

※３ ５年毎の中期評価に基づき事業契約書に示された委託費を前提に業務内容について必要な見直し

を講じる。 

※  魅力向上事業に関するリスクは、原則、受注者が負担する。 
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別紙２ 久宝寺緑地東地区（拡張エリア）の全体計画と開設箇所 

 

 
 

   令和３年度開設箇所（令和４年３月５日開設） 

   開設面積 約 2.7ha 

   主要施設 あいあい広場 

         ・児童遊戯場 幼児用 

                児童（低学年向け） 

        駐車場 140台【後方支援活動拠点】 

        芝生広場 【広域避難場所】 

 

   令和５年度開設予定箇所（令和５年度夏開設予定） 

   開設面積 約 1.0ha 

   主要施設 ウェルネス広場 

         ・健康遊具 10基 

        大型休憩所 
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別紙３ 用語の定義 

 

用語 定義 

本事業 大阪府営久宝寺緑地プール再整備・管理運営事業をいい、プールの再整備とプール

を含む公園全体の維持管理・運営管理を行う PFI事業（特定事業）と、都市公園法

第５条による設置許可を受けて実施する魅力向上事業（PFI法に基づく特定事業の

対象外（付帯事業）で構成する。 

PFI事業 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）の規定

に基づき、PFI法第２条第５項に定められる選定事業者が PFI 事業を実施すること

を目的に設置する特別目的会社（SPC）が久宝寺緑地プールの再整備に係る設計・

建設業務を行い、発注者に所有権を移転するとともに、PFI事業契約書に定める事

業期間中久宝寺緑地全体の維持管理及び運営業務を行う事業をいう。 

総括管理業務 指定管理者が行うプロジェクトマネジメント業務、経営管理業務、緊急時対応等

で、管理要領・マニュアルにおいて、運営管理業務に含まれていた計画・報告の関

連業務や危機管理等を対象にするもので、新たな負担を求めるものではない。 

有料公園施設の

利用に関する業

務 

指定管理者が行う条例別表第１に示す有料の公園施設の利用に関する受付・予約、

料金の徴収等の業務 

運営管理業務 利用促進事業、情報発信・情報収集、施設運営、利用指導・利用調整、安全対策、

市民協働、環境保全、その他公園運営に係る企画調整等 

維持管理業務 植物管理、清掃、施設保守点検、設備等法定点検、補修・修繕、安全衛生管理、光

熱水費支出等 

魅力向上事業 

 

管理要領に基づき、公園の活性化や利用者サービスの向上を図るため、都市公園法

及び公園条例で認められた範囲で、指定管理者が自らの責任において行うことが

できるにぎわい施設の設置、ソフト事業（イベント・プログラム）、物品販売等 

ソフト事業 指定管理者以外の者が実施するイベント・プログラムをいい、行為許可・占用許可

の対象となる。 

利用促進事業 指定管理業務の一環として行う施設や園地の魅力アップや利用の活性化（様々な

イベントや魅力的なプログラムの実施等）のための事業であって、収入が支出を上

回らない事業をいう。 

受注者 

 

本事業を実施する民間事業者で PFI 事業を実施する SPC をいう。 

落札者 選定委員会の意見を踏まえ、技術提案に係る評価点及び入札価格を総合的に評価

し、発注者が最も優れた提案を行ったと認めた応募者をいう。 

応募者 本事業の入札への参加を目的とする、PFI事業及び魅力向上事業を実施する SPCか

ら業務を直接受託する構成員で構成される企業グループをいう。 

構成員 応募者を構成する企業のうち、SPC から業務を直接受託する者 

構成企業 構成員のうち、SPC へ出資を行う企業 

代表企業 構成企業のうち、応募手続き等を代表して行い、かつ、SPC への出資比率が最も

高い企業 

協力企業 構成員のうち、SPC への出資を行わない企業 

設計企業 構成員のうち、設計業務及び既存施設の解体・撤去設計業務、改修設計業務を実施

する企業 

建設企業 構成員のうち、建設業務及び既存施設の解体・撤去工事業務、改修工事業務を実施

する企業 

工事監理企業 構成員のうち、工事監理業務を実施する企業 

維持管理企業 構成員のうち、維持管理業務を実施する企業 

運営管理企業 構成員のうち、運営管理業務を実施する企業 

魅力向上事業実

施企業 

魅力向上事業を実施する企業 

 


